
東日本大震災により滅失、損壊した家屋の代替家屋
に係る固定資産税(都市計画税)の特例について(お知らせ)
東日本大震災により滅失・損壊した家屋(被災家屋)の代わりに取得した家屋(代替家屋)の固定資産税(都市計画税)が軽減されます。
◎特例内容
特例の適用により、代替家屋にかかる税額のうち被災家屋の課税床面積相当分が当初４年間 　1/ 2に減額され、その後2年間(5年目、6年目)は1/3が減額されます。
◎特例の適用用件
①被災家屋は、東日本大震災により滅失・損壊した家屋で解体撤去又は売買等の処分をしていること。
②代替家屋は、平成２３年３月１１日から令和８年３月３１日までの間に取得された家屋で、原則として被災家屋と種類が同一で使用目的又は用途が同一のものに限ります。

③代替家屋は、新築、中古を問いません。

④代替家屋の所有者が、次のいずれかであること

・被災家屋の所有者本人

・被災家屋の所有者の三親等内の親族
（被災家屋の所有者本人の居住の為に、本人に代わり住宅を取得した場合に限ります。)　
・被災家屋の所有者の相続人

・被災家屋の所有者(法人)の合併により設立された合併法人
※被災家屋の所有者とは平成２３年３月１１日現在の所有者をいいます。

※被災家屋が賃貸家屋の場合は所有者要件に該当しないためこの特例の適用はありません。
◎必要な添付書類
①代替家屋の所有者が被災家屋の所有者本人の場合に必要な書類
(１)「特例申告書」

(２)「被災(者)証明書」または「り災証明書」

(３) 被災家屋の代替特例用「平成23年度課税台帳登録事項証明書」

(４) 取り壊し又は売却等の処分をした事がわかる書類
（例：「取り壊し証明書」又は「売買契約書」等）
②代替家屋の所有者が被災家屋の所有者の三親等内の親族の場合に必要な書類
(１)「特例申告書」
　　(２)「被災(者)証明書」または「り災証明書」

(３) 被災家屋の代替特例用「平成23年度課税台帳登録事項証明書」

(４) 取り壊し又は売却等の処分をした事がわかる書類
（例：「取り壊し証明書」又は「売買契約書」等）
(５) 代替家屋の所有者の「戸籍謄本」
    　※(被災家屋の所有者と申請者との続柄がわかる住民票でも可)

③代替家屋の所有者が、被災家屋の所有者の相続人である場合に必要な書類
(１)「特例申告書」

(２)「被災(者)証明書」または「り災証明書」

(３) 被災家屋の代替特例用「平成23年度課税台帳登録事項証明書」

(４) 取り壊し又は売却等の処分をした事がわかる書類
（例：「取り壊し証明書」又は「売買契約書」等）
(５) 代替家屋の所有者の「戸籍謄本」

  　(６) 代替家屋の所有者の「遺産分割協議書」もしくは「申し立て書」(特例申告裏面)
④代替家屋の所有者が、被災家屋の所有者の合併により設立された合併法人である場合に必要な書類

(１)「特例申告書」

(２)「被災(者)証明書」または「り災証明書」

(３) 被災家屋の代替特例用「平成23年度課税台帳登録事項証明書」

(４) 取り壊し又は売却等の処分をした事がわかる書類
（例：「取り壊し証明書」又は「売買契約書」等）
  　(７) 代替家屋の所有者の「法人登記簿謄本」
　※被災状況等により必要書類を揃えることができない場合は、資産税課までご相談ください。
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　　　　注：被災家屋の所有者と申請者との続柄がわかる住民票でも可能です。
◎お問い合わせ先

　西 宮 市 役 所 資 産 税 課　　　　  　　　　（塩瀬・山口地区）
　　家屋第1チーム(０７９８)３５－３２２５　　 　資産税課　北部土地家屋チーム
　　家屋第2チーム(０７９８)３５－３２２７　　　　(０７９７)６１－００４８　

　　(〒662-8567　西宮市六湛寺町１０番３号)　　　　(〒669-1134　西宮市名塩新町１番地)

